
N丁丁労働組合退職者の会大阪支部協議会会則

第1章 総則

第1条(名称と事務所)

1 ,この会の名称は、 「N[労働組合退職者の会大阪支部協議会」といい、事務所

を大阪市福島区福島3一十73コミュニティープラザ大阪4階「N[労働組合

関西総支部」内に事務所を置きます。

2,この会の略称は、 「N丁丁労組退職者の会大阪支部協」としますo

第2条(目 的)

この会は、会員相互の親睦を図り、 「ゆとり"豊かざ社会的公正」を求め、 N[労働

組合と密接に連携しつつ、現退一致の運動を進める中から・福祉の増進、生活の

向上を図ることを目的とします。

第3条(活 動)

この会は、前条の目的を達成するためN叶労働組合と協力し、次の活動を行いま

す。尚、活動年度は1〇月1日から翌年の9月3〇日までとしますo

「.会員相互の親睦置交流および、身近な福祉活動の充実と助け合い

2.ボランティア〃社会貢献活動"地域貢献活動

3.高齢者のための年金〃医療・介護等の社会保障制度充実の活動

4.関係各団体との連携、統一的運動の推進

5.反戦平和・政治活動等の推進

6.その他、老後の生活安定の諸行動

第2章組織

第4条(会 員)

1.この会は、 N[、 N[グループ会社退職の年金受給者、受給資格者(退職後5

年以内の者)および、 N町労働組合役職員の退職者で・この会の趣旨に賛同す

る者をもって組織します。尚、会員はN[労働組合規約第1 9条(特別組合員)

第3項に基づく「退職者特別組合員」となります。

2.前項以外の者で、退職者の会への入会を希望する者は・大阪支部協議会の推

薦と中央協議会の承認により、会員となることができますo

3.前1 〃2項の者は、会の定める入会金および・大阪支部協議会会費を納入する

ことをもって会員とします。



第5条(脱会)

原則2年間会費を納入しない者は、脱会した者と認めます。脱会にあたっては、大

阪支部協議会から中央協議会に報告することとします。

第6条(組織)

1.この会は、中央協議会の地方組織として大阪支部協議会を綜成し、原則として大

阪府下に居住する会員をもって組織します。但し、大阪支部協議会への加入希

望者は認めることとします。

2.この会の活動を円滑に進めるために、次の地区協議会を設置します。

「なにわ地区協議会」 「北摂地区協議会」 「河内地区協議会」 「泉州地区協議会」

「大阪支部協議会直轄」を設置し、地区協議会単位での運営をおこなうこととしま

す。尚、各地区協議会の担当地域は、 「別記」の通りとします。

3. N町労働組合関西総支部大会特別代議員として、出席する特別代議員は・会

長・事務局長とします。

纂3章 機 関

第7条(機 関)

この会に、次の機関をおきます。

1.総会

2.地区協議会代表者会議

3.地区協議会幹事会

第8条(総会)

1.支部協議会総会

①この会の最高議決機関で、第6条(組織)第2項に該当する各地区協議会の

会員数1〇〇〇名未満は20名、 1 〇〇〇名を超える場合は250名毎に5名を追

加し、端数は切り捨てで選出した代議員により構成し、毎年1 〇月に大阪支

部協議会会長が招集します。但し、地区協議会代表者会議および大阪支部

協議会事務局が必要と認めたときは、臨時に招集することとします。

②代議員の選出については、総会告示の発出の際に前①項の選出基準に基

づき、各地区協議会に割り当てた代議員定数を会員に示し、立候補を受け

付けることとし、定数を上回る立候補者数の場合は、地区協議会代表者会

議での互選により選出します。

③総会代議員数には、大阪支部協議会役員(会長`副会長〃事務局長・事務局

次長・会計監査員)は含まないこととします。

④大規模災害、感染症まん延等のため、代議員による総会開催が困難な場合



は、書面審議等にすることができることとします。

⑤次の事項は総会で決めることとします。

上会則の改正

ii.活動方針

iii.予算〃決算

iv,役員の承認

v.各団体への加入・脱退

vi.その他、重要と認められる事項

2.地区協議会総会

①会員数1000名未満は20名、 1〇〇〇名を超える場合は250名毎に5名を追

加し、端数を切り捨てた代議員により構成し、原則として毎年1 〇月に地区協

議会会長が招集します。但し、地区協議会会長および地区協議会幹事会が

必要と認めたときは、臨時に招集することとします。

②代議員の選出については、総会告示の発出の隙に前①項の選出基準に基

づいた代議員定数を会員に示し、立候補を受け付けることとし、定数を上回

る立候絹者数の場合は、地区協議会幹事会での互選により選出します。

③総会代議員数には、地区協議会4役(会長・副会長“事務局長・事務局次長)

は含まないこととします。

④大規模災害、感染症まん延等のため、代議員による総会開催が困難な場合

は、書面審議等にすることができることとします。

⑤次の事項は総会で決めることとします。

上会則の改正

i上活動方針

=上予算〃決算

iv.役員の承認

v,各団体への加入・脱退

v主その他、重要と認められる事項

第9条(地区協議会代表者会議)

1.地区協議会代表者会議は、支部協議会総会に次ぐ議決機関であり、且つ執行機

関として位置づけ、大阪支部協議会事務局役員および地区協議会4役で構成し、

支部協議会総会の決定に基づき、次の事項を扱います。

①活動方針の具体化

②予算案の修正

③役員の補選

2.大阪支部協議会会長が必要と認めた場合、会計監査員ならびにPTメンバー(PT



での取り組みに特化した事案を議論する場合)を構成員として追加した、拡大地

区協議会代表者会議を開催できることとします。

第4章 支部協議会

第10条(支部協議会の機能)

1.中央協議会からの行動提起の具体化

2. N丁丁労働組合関西総支部ならびに、大阪グループ連絡会との現・退一致の活

動の推進

3.大阪府下全域に関わる活動の推進

①会員拡大

②共済・福祉活動

③政治活動

④平和行動

⑤広報活動(会報誌・ホームページ)

⑥地区協議会横断的行事

⑦大阪退職者連合からの行動提起の具体化

4.大規模災害・感染症まん延等に対する対策の推進

5.適切な予算執行

第11条(事務局会議)

事務局会議は、常駐する大阪支部協議会役員(会計監査員については必要の都

度)で構成し、総会および地区協議会代表者会議の決定に基づき、地区協議会

への連絡・調整と緊急な問題の処理および、日常業務を行い、総会に対して責

任を負います。

第12条(役 員)

この会に次の役員をおきます。

1,会 長 1名

2.副 会 長 若干名

3.事務局長 1名

4。事務局次長 若干名

5.会計監査員 若干名

第13条(役員の任務)

1.会長は、大阪支部協議会を代表して一切の会務を統括します。

2.副会長は、会長を補佐し、会長に事故ある場合は会務を代行します。



3.事務局長は、会務の一切を担当します。

4.事務局次長は、事務局長を補佐し、事務局長に事故ある場合は会務を代行しま

す。

5.会計監査員は、大阪支部協議会の一般会計および特別会計、ならびに地区協

議会の会計を監査します。

第14条(役員の捏務)

役員の担務は、地区協議会代表者会議で決めることとします。

第15条(役員の選出と任期)

1 ,役員の選出方法は、別に定める役員選出規則に基づきます。

2.役員の任期は1期2年とし、同一役職3期までは再任を妨げないこととします。但

し、役員任期の上限年齢は8〇歳までとします。

3.役員が任期途中に欠員が生じたときは補選することができ、その任期は前任者

の残任期間とします。

第5章 地区協議会

第16条(地区協議会の機能)

1 ,大阪支部協議会からの行動提起の具体化

2.地区協議会エリアに関わる活動の推進

①会員サービスに力点を置いた活動の具体化

上会員を対象にした諸行事の推進

i上災害時等における安否確認の実施

ii主お元気コールの実施

iv.弔問活動の実施

②地域退職者連合からの行動提起の具体化

3.適切な予算執行

第17条(役 員)

この会に次の役員をおきます。

1.会 長

2.副 会 長

3.事務局長

4.事務局次長

5.幹 事

1名(大阪支部協議会副会長を兼務)

1名

1名

1名

定数名

*幹事定数は、会員50名毎(端数切り上げ)に1名とします。



第18条(役員の任務)

1.会長は、地区協議会を代表して一切の会務を統括します。

2.副会長は、会長を補佐し、会長に事故ある場合は会務を代行します。

3,事務局長は、会務の-切を担当します。

4.事務局次長は、事務局長を補佐し、事務局長に事故ある場合は会務を代行し

ます。

5.幹事は、幹事会での決定事項を実践し、円滑な組織運営にあたることとします。

第19条(役員の選出と任期)

1.役員の選出方法は、別に定める役員選出規則に基づきます。

2.地区協議会3役(副会長〃事務局長"事務局次長)の任期は1期2年とし、同一役

職3期までは再任を妨げないこととします。但し、 3役の任期の上限年齢は8〇

歳までとします。

3.幹事の任期は1期2年とし、再任を妨げないこととします。但し、 8〇歳超えの幹

事が任期延長を希望する場合は、地区協議会代表者会議での承認を得ること

とします。

4.役員が任期途中に欠員が生じたときは補選することができ、その任期は前任者

の残任期間とします。

第20条(地区協議会幹事会)

幹事会は必要に応じて開催し、大阪支部協議会事務局役員、地区協議会4役

および幹事で構成し、原則、地区協議会総会の決定・確認事項等を執行すると

ともに、緊急案件を処理します。

第6章 会 計

第21条(会計)

1.この会の経費は、会費・助成金“寄付金等で賄います。

2.地区協議会の運営費は、この会の経費から別に定める地区協議会交付金規則

に基づき支出することとします。

3.会計事務処理は、別に定める会計規則に基づき行います。

第22条(会計監査業務)

会計監査業務は、別に定める会計監査規則に基づき行います。

第23条(会 費)

この会の会費は、年間2, 4〇〇円とします。



第24条(会計年度。決算)

1.この会の会計年度は、毎年1〇月1日から翌年の9月3〇日までとします。

2.会計は毎年毎に決算を行い、会計監査を経て大阪支部協読会総会での承認を

得ることとします。

第7章 弔慰金等

第25条(弔慰金等)

弔慰金を含む弔問関係については、別に定める弔慰活動規則に基づきます。

第8章 付 則

第26条(規約等の準用)

この会則に定めていない事項については、中央協議会会則ならびにN丁丁労働

組合規約を準用します。

第9章 会則の改正等

第27条(会則の改正等)

この会則の改正は、大阪支部協議会総会代議員の三分の二以上の賛成を必要

とします。

第10章 会則の施行

第28条(会則の施行)

1。この会則は、1998年11月14日より実施します。

2.この会則は、2004年10月23日から置都政正実施します。

3,この会則は、2010年10月22日から一部改正実施します。

4.この会則は、20喜4年10月31日から一部改正実施します。

5.この会則は、2016年10月07日から-部改正実施します。

6.この会則は、2016年10月07日から一部改正実施します。

7.この会則は、2020年10月09日から-都政正実施します。

8,この会則は、2022年10月14日から-都政正実施します。



「別 記」

会則第6条(組織)2項に明註する担当地域は、次の通りとします。

【なにわ地区協議会】

大阪市・兵庫県

【北摂地区協議会】

箕面市・池田市・豊中市・高槻市・摂津市・吹田市置茨木市・三島郡・豊能郡・京都

府・滋賀県

【河内地区協議会】

枚方市・交野市・寝屋川百・守口市・門真市・四条畷市・大東市・東大阪市・八尾

市・柏原市・松原市・藤井寺市・羽曳野市・河内長野市・富田林市・大阪狭山市・

南河内郡・奈良県

【泉州地区協議会】

堺市・高石市・阪南市・和泉市・泉大津市・岸和田市・貝塚市・泉佐野市・泉南市

泉南郡・泉北郡・和歌山県

【大阪支部協議会直轄】

地区協議会担当地域以外


